
平成 12年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 12年 4月 28日

上  場  会  社  名       日立建機株式会社 上場取引所 東 大

コード番号       6305 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 社長室　部長 東京都

　   　　 氏       名　　　　　　　　　　　　　　鳥原　和憲 TEL (03) 3245 - 6305
決算取締役会開催日　　平成 12年 4月 28日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 12年 6月 29日

１. 12年 3月期の業績（平成 11年 4月 1日 ～ 平成 12年 3月 31日）

(1)経営成績 （百万円未満切り捨て）

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 3月期 225,146 △ 6.0 4,302 △ 52.0 3,104 △ 41.7

11年 3月期 239,482 △ 9.4 8,965 △ 28.7 5,321 △ 5.2

  当 期 純 利 益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

12年 3月期 1,784 57.6 12   41  - 2.0 1.1 1.4

11年 3月期 1,132 △ 51.4 7   88  - 1.3 1.9 2.2
(注)①期中平均株式数 12年 3月期    143,748,517 株          11年 3月期    143,748,517 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況

         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

12年 3月期 6   00   3  00  3   00  862 48.3 0.9

11年 3月期 6   00   3  00  3   00  862 76.2 1.0

(3)財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 3月期 284,447 92,211 32.4 641   48

11年 3月期 283,671 84,916 29.9 590   73
（注）期末発行済株式数　12年 3月期    143,748,517　株　　　11年 3月期    143,748,517株

２. 13年 3月期の業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）

売 上 高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 113,500 1,500   450 3   00  － －

通　期 243,000 7,200 3,000 －     3   00   6   00  
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   20 円 87 銭 
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９．個別財務諸表等

（１）貸借対照表

（単位：百万円）

科      目

 当  年  度

平 成1 2 年

3 月3 1 日

現        在

前  年  度

平 成1 1 年

3 月 3 1 日

現        在

 前 年 度

比 較 増 減
科      目

当  年  度

平 成1 2 年

3 月 3 1 日

現        在

前  年  度

平 成1 1 年

3 月 3 1 日

現        在

 前 年 度

比 較 増 減

（ 負 債 の 部 ）

Ⅰ   流  動  負  債

1. 支払手形及び買掛金

2. 短 期 借 入 金

3. 未 払 法 人 税 等

4. そ の 他

48,051

9,513

847

21,687

45,765

14,329

1,823

22,943

2,286

△4,816

△976

△1,255

流 動 負 債 合 計

Ⅱ   固  定  負  債

1. 社 債

2. 長 期 借 入 金

3. 退 職 給 与 引 当 金

4. そ の 他

80,100

90,000

1,803

14,943

5,388

84,861

90,000

2,436

15,874

5,582

△4,761

0

△633

△930

△193

固 定 負 債 合 計 112,135 113,893 △1,757

負 債 合 計 192,235 198,754 △6,519

（ 資 本 の 部 ）

Ⅰ 資      本      金

Ⅱ 資  本  準  備  金

Ⅲ 利  益  準  備  金

Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金

1. 任 意 積 立 金

2. 当 期 未 処 分 利 益

22,199

21,726

2,015

36,905

9,364

22,199

21,726

1,918

36,620

2,452

0

0

97

285

6,912

その他の剰余金合計 46,270 39,072 7,197

資 本 合 計 92,211 84,916 7,294

（ 資 産 の 部 ）

Ⅰ   流  動  資  産

1. 現 金 及 び 預 金

2. 受取手形及び売掛金

3. 有 価 証 券

4. た な 卸 資 産

5. 繰 延 税 金 資 産

6. そ の 他

7. 貸 倒 引 当 金

 流 動 資 産 合 計

Ⅱ   固  定  資  産

(1) 有 形 固 定 資 産

1. 建 物 及 び 構 築 物

2. 機械装置及び運搬具

3. 土 地

4. 建 設 仮 勘 定

5. 工具器具及び備品

 有形固定資産合計

(2) 無 形 固 定 資 産

1. ソ フ ト ウ ェ ア

2. そ の 他

無形固定資産合計

(3) 投資その他の資産

1. 投 資 有 価 証 券

2. 関係会社株式･出資金

3. 長 期 貸 付 金

4. 繰 延 税 金 資 産

5. そ の 他

6. 貸 倒 引 当 金

7. 海外投資評価引当金

 投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

28,565

85,195

10,635

29,123

1,200

14,975

△2,750

166,945

22,575

10,629

28,391

57

2,674

64,329

606

196

802

5,614

34,701

524

5,813

6,254

△50

△489

52,369

117,501

11,529

103,421

24,991

32,838

－

7,680

△ 2,160

178,301

23,894

11,307

28,075

92

2,670

66,040

－

200

200

5,965

26,748

509

－

6,425

△ 30

△489

39,129

105,370

17,036

△ 18,226

△ 14,355

△ 3,715

 1,200

 7,295

△ 590

△ 11,355

△1,319

△677

315

△ 34

4

△1,711

606

△3

602

△350

7,952

15

5,813

△170

△20

0

13,239

12,130

資  産  合  計 284,447 283,671 775 負 債 ・ 資 本 合 計 284,447 283,671 775
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（２）損 益 計 算 書

（単位：百万円）

科  　　目

当  年  度

 自平成11年 4月 1日

 至平成12年 3月 31日

前  年  度

 自平成10年 4月 1日

 至平成11年 3月 31日
前 年 度 比

２２５，１４６

１７２，９４２

２３９，４８２

１８１，１４１

％

９４

９５

５２，２０３

△１，７７７

５８，３４１

△２，２９９

８９

７７

Ⅰ 売　　   上　   　高

Ⅱ 売　  上　  原　  価

割賦販売利益繰延前売上総利益

Ⅲ 割賦販売利益繰延差額

売 上 総 利 益

Ⅳ 販売費及び一般管理費

５３，９８１

４９，６７８

６０，６４１

５１，６７６

８９

９６

   営 業 利 益 ４，３０２ ８，９６５ ４８

２８０

１，５３９

６９４

１，７８６

４４５

１，４６８

９８０

１，４９７

６３

１０５

７１

１１９

４，３００

２，１９６

２９７

３８８

２，６１６

４，３９２

３，１０１

３６５

２，１４８

２，４１９

９８

７１

８１

１８

１０８

Ⅴ 営　業　外　収　益

1.受 取 利 息

2.割 賦 販 売 受 取 利 息

3.受 取 配 当 金

4.そ の 他

営 業 外 収 益 合 計

Ⅵ 営  業  外  費  用

1.支 払 利 息

2.た な 卸 資 産 処 分 損

3.為 替 差 損

4.そ の 他

    営 業 外 費 用 合 計 ５，４９８ ８，０３５ ６８

    経 常 利 益 ３，１０４ ５，３２１ ５８

０

０

０

４８９

－

－

Ⅶ 特 　 別 　 利　  益

Ⅷ 特　  別  　損  　失

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

３，１０４

１，８６１

△５４１

４，８３２

３，７００

－

６４

５０

－

    当 期 純 利 益 １，７８４ １，１３２ １５８

前 期 繰 越 利 益

過 年 度 税 効 果 調 整 額

税 効 果 会 計 適 用 に 伴 う

圧 縮 記 帳 積 立 金 取 崩 額

税 効 果 会 計 適 用 に 伴 う

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額

中 間 配 当 額

中 間 配 当 に 伴 う

利 益 準 備 金 積 立 額

１，３６２

６，４７３

１４７

７２

４３１

４３

１，７９４

－

－

－

４３１

４３

７６

－

－

－

１００

１００

   当 期 未 処 分 利 益 ９，３６４ ２，４５２ ３８２
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（３）利益処分計算書

                                                                         （単位：百万円）

科　　　　　　目

当   年   度

自平成 11 年 4 月　1日

至平成 12 年 3 月 31 日

前   年   度

自平成 10 年 4 月　1日

至平成 11 年 3 月 31 日

比 較 増 減

９，３６４

２１

１２

２，４５２

５２

０

６，９１２

△３１

             １２

Ⅰ 当期未処分利益

Ⅱ 任意積立金取崩額

    特別償却準備金取崩額

    圧縮記帳積立金取崩額

    合　　  　計

Ⅲ 利益処分額

   1 .利  益  準  備  金

   2 .配    当     金

  3.役  員  賞  与  金

        取 締 役 賞 与 金

   4 .任  意  積  立  金

        特別償却準備金

        別 途 積 立 金

９，３９８

５２

４３１

８０

２９

７，０００

２，５０５

５４

４３１

１００

５７

５００

６，８９３

△ ２

－

△２０

          △２７

６，５００

Ⅳ 次期繰越利益 １，８０５ １，３６２   ４４３

（４）重要な会計方針

　１．有価証券の評価基準及び評価方法

取引所の相場のあるもの …………… 移動平均法に基づく低価法

その他  ………………………………  移動平均法に基づく原価法

２． たな卸資産の評価基準及び評価方法

         移動平均法又は個別法に基づく低価法によっている。

３． 有形固定資産の減価償却方法は定率法によっている。尚､平成 10 年度の法人税法の改正に伴い､平成 10 年 4 月 1 日以

    降に取得した建物(建物附属設備を除く)については、定額法によっている。

有形固定資産の減価償却累計額　85,086 百万円

４． 退職給与引当金は従業員については適格退職年金へ移行した部分を除き当社退職金規則に定める期末会社都合要支給

    額を、又、役員については内規による期末必要額（1,136 百万円）を計上している。

  ５．消費税等の会計処理は税抜方式によっている。

  ６．保証債務  24,692 百万円

  ７．流動資産のその他には自己株式 11 百万円(26 千株)を含めている｡

８．当期中の発行済株式数の増減はない。

追加情報

１． 当年度より税効果会計を適用し、繰延税金資産を計上している。この適用により、税効果会計を適用しない場合と比較し、

資産合計は 7,014 百万円、当期純利益は 541 百万円、当期未処分利益は 7,234 百万円多く計上されている。尚、当年度に

係る法人税、住民税及び事業税、並びに法人税等調整額は、当年度において予定している利益処分による特別償却準備金、

圧縮記帳積立金の積立及び取崩を前提として計算している。

２． 自社利用のソフトウェアについては、「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」(日本公認会計士協会

会計制度委員会報告第 12 号  平成 11 年 3 月 31 日)の経過措置の適用により、従来の会計処理方法を継続している。但し、

同報告により上記に係るソフトウェアの表示については、当年度より投資その他の資産の「その他」から無形固定資産の

「ソフトウェア」に変更している。
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１０．役員の異動

（１）代表者の異動

　  該当事項はありません。

（２）その他の役員の異動

　  該当事項はありません。

以　上


